
別紙①

居室区分：「ユニット型個室」

1.自己負担額　（１割）

要介護度別 基本

項　　目 単位 月額 日額 月額 日額 月額 日額 月額 日額

介護費用自己負担額 652 20,441 682 20,441 682 20,441 682 20,441 682

食　費 - 50,400 1,680 40,800 1,360 19,500 650 11,700 390

居住費 - 93,600 3,120 39,300 1,310 39,300 1,310 24,600 820

日常生活継続支援加算 46 1,443 49 1,443 49 1,443 49 1,443 49

個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13 377 13 377 13 377 13

夜勤職員配置加算 27 847 29 847 29 847 29 847 29

看護体制加算（Ⅰ） 6 189 7 189 7 189 7 189 7

看護体制加算（Ⅱ） 13 408 14 408 14 408 14 408 14

栄養マネジメント強化加算 11 345 12 345 12 345 12 345 12

褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 3 3 - 3 - 3 - 3 -

科学的介護推進体制加算 50 52 - 52 - 52 - 52 -
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
所定単位数の83/1000 2,001 67 2,001 67 2,001 67 2,001 67

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）
所定単位数の27/1000 651 22 651 22 651 22 651 22

介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　　
　　　所定単位数の16/1000 386 0 386 0 386 0 386 0

自己負担額合計 171,143 5,694 107,243 3,564 85,943 2,854 63,443 2,104

項　　目 単位 月額 日額 月額 日額 月額 日額 月額 日額

介護費用自己負担額 720 22,572 753 22,572 753 22,572 753 22,572 753

食　費 - 50,400 1,680 40,800 1,360 19,500 650 11,700 390

居住費 - 93,600 3,120 39,300 1,310 39,300 1,310 24,600 820

日常生活継続支援加算 46 1,443 49 1,443 49 1,443 49 1,443 49

個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13 377 13 377 13 377 13

夜勤職員配置加算 27 847 29 847 29 847 29 847 29

看護体制加算（Ⅰ） 6 189 7 189 7 189 7 189 7

看護体制加算（Ⅱ） 13 408 14 408 14 408 14 408 14

栄養マネジメント強化加算 11 345 12 345 12 345 12 345 12

褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 3 3 - 3 - 3 - 3 -

科学的介護推進体制加算 50 52 - 52 - 52 - 52 -
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
所定単位数の83/1000 2,178 73 2,178 73 2,178 73 2,178 73

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）
所定単位数の27/1000 709 24 709 24 709 24 709 24

介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　　
　　　所定単位数の16/1000 420 14 420 14 420 14 420 14

自己負担額合計 173,543 5,787 109,643 3,657 88,343 2,947 65,843 2,197

項　　目 単位 月額 日額 月額 日額 月額 日額 月額 日額

介護費用自己負担額 793 24,861 829 24,861 829 24,861 829 24,861 829

食　費 - 50,400 1,680 40,800 1,360 19,500 650 11,700 390

居住費 - 93,600 3,120 39,300 1,310 39,300 1,310 24,600 820

日常生活継続支援加算 46 1,443 49 1,443 49 1,443 49 1,443 49

個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13 377 13 377 13 377 13

夜勤職員配置加算 27 847 29 847 29 847 29 847 29

看護体制加算（Ⅰ） 6 189 7 189 7 189 7 189 7

看護体制加算（Ⅱ） 13 408 14 408 14 408 14 408 14

栄養マネジメント強化加算 11 345 12 345 12 345 12 345 12

褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 3 3 - 3 - 3 - 3 -

科学的介護推進体制加算 50 52 - 52 - 52 - 52 -
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
所定単位数の83/1000 2,368 79 2,368 79 2,368 79 2,368 79

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）
所定単位数の27/1000 771 26 771 26 771 26 771 26

介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　　
　　　所定単位数の16/1000 457 15 457 15 457 15 457 15

自己負担額合計 176,121 5,873 112,221 3,743 90,921 3,033 68,421 2,283

項　　目 単位 月額 日額 月額 日額 月額 日額 月額 日額

介護費用自己負担額 862 27,024 901 27,024 901 27,024 901 27,024 901

食　費 - 50,400 1,680 40,800 1,360 19,500 650 11,700 390

居住費 - 93,600 3,120 39,300 1,310 39,300 1,310 24,600 820

日常生活継続支援加算 46 1,443 49 1,443 49 1,443 49 1,443 49

個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13 377 13 377 13 377 13

夜勤職員配置加算 27 847 29 847 29 847 29 847 29

看護体制加算（Ⅰ） 6 189 7 189 7 189 7 189 7

看護体制加算（Ⅱ） 13 408 14 408 14 408 14 408 14

栄養マネジメント強化加算 11 345 12 345 12 345 12 345 12

褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 3 3 - 3 - 3 - 3 -

科学的介護推進体制加算 50 52 - 52 - 52 - 52 -
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
所定単位数の83/1000 2,547 85 2,547 85 2,547 85 2,547 85

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）
所定単位数の27/1000 829 28 829 28 829 28 829 28

介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　　
　　　所定単位数の16/1000 491 16 491 16 491 16 491 16

自己負担額合計 178,555 5,954 114,655 3,824 93,355 3,114 70,855 2,364

項　　目 単位 月額 日額 月額 日額 月額 日額 月額 日額

介護費用自己負担額 929 29,125 971 29,125 971 29,125 971 29,125 971

食　費 - 50,400 1,680 40,800 1,360 19,500 650 11,700 390

居住費 - 93,600 3,120 39,300 1,310 39,300 1,310 24,600 820

日常生活継続支援加算 46 1,443 49 1,443 49 1,443 49 1,443 49

個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13 377 13 377 13 377 13

夜勤職員配置加算 27 847 29 847 29 847 29 847 29

看護体制加算（Ⅰ） 6 189 7 189 7 189 7 189 7

看護体制加算（Ⅱ） 13 408 14 408 14 408 14 408 14

栄養マネジメント強化加算 11 345 12 345 12 345 12 345 12

褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 3 3 - 3 - 3 - 3 -

科学的介護推進体制加算 50 52 - 52 - 52 - 52 -
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
所定単位数の83/1000 2,722 91 2,722 91 2,722 91 2,722 91

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）
所定単位数の27/1000 886 30 886 30 886 30 886 30

介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　　
　　　所定単位数の16/1000 525 18 525 18 525 18 525 18

自己負担額合計 180,922 6,033 117,022 3,903 95,722 3,193 73,222 2,443
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〔月額は30日で計算〕

第４段階　 第３段階② 第３段階① 第２段階

特別養護老人ホーム　ぽぷら　利用料金表



特別養護老人ホーム　ぽぷら　利用料金表 　（2・3割負担） 別紙①

居室区分：「ユニット型個室」 居室区分：「ユニット型個室」 〔月額は３０日で計算〕

1.自己負担額　（2割負担） 1.自己負担額　（3割負担）

項　　目 単位 項　　目 単位

介護費用自己負担額 1304 40,881 1,363 介護費用自己負担額 1956 61,321 2,045

食　費 - 50,400 1,680 食　費 - 50,400 1,680

居住費 - 93,600 3,120 居住費 - 93,600 3,120

日常生活継続支援加算 92 2,885 97 日常生活継続支援加算 138 4,327 145

個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13 個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13

夜勤職員配置加算 54 1,693 57 夜勤職員配置加算 81 2,540 85

看護体制加算（Ⅰ） 12 377 13 看護体制加算（Ⅰ） 18 565 19

看護体制加算（Ⅱ） 26 816 28 看護体制加算（Ⅱ） 39 1,223 41

栄養マネジメント強化加算 22 690 23 栄養マネジメント強化加算 33 1,035 35

褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 6 6 - 褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 9 9 -

科学的介護推進体制加算 100 105 - 科学的介護推進体制加算 150 157 -
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の83/1000 3,970 132
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の83/1000 5,939 198

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の27/1000 1,292 43
介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の27/1000 1,932 64
介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　

　　　　所定単位数の16/1000 766 26
介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　

　　　　所定単位数の16/1000 1,145 38

自己負担額合計 197,858 6,595 自己負担額合計 223,425 7,445

項　　目 単位 項　　目 単位

介護費用自己負担額 1440 45,144 1,505 介護費用自己負担額 2160 67,716 2,258

食　費 - 50,400 1,680 食　費 - 50,400 1,680

居住費 - 93,600 3,120 居住費 - 93,600 3,120

日常生活継続支援加算 92 2,885 97 日常生活継続支援加算 138 4,327 145

個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13 個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13

夜勤職員配置加算 54 1,693 57 夜勤職員配置加算 81 2,540 85

看護体制加算（Ⅰ） 12 377 13 看護体制加算（Ⅰ） 18 565 19

看護体制加算（Ⅱ） 13 816 14 看護体制加算（Ⅱ） 39 1,223 41

栄養マネジメント強化加算 22 690 23 栄養マネジメント強化加算 33 1,035 35

褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 6 6 - 褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 9 9 -

科学的介護推進体制加算 100 105 - 科学的介護推進体制加算 150 157 -
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の83/1000 4,290 143
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の83/1000 6,470 216

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の27/1000 1,396 47
介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の27/1000 2,105 70
介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　

　　　　所定単位数の16/1000 827 28
介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　

　　　　所定単位数の16/1000 1,248 42

自己負担額合計 201,779 6,712 自己負担額合計 230,524 7,682

項　　目 単位 項　　目 単位

介護費用自己負担額 1586 49,722 1,658 介護費用自己負担額 2379 74,582 2,487

食　費 - 50,400 1,680 食　費 - 50,400 1,680

居住費 - 93,600 3,120 居住費 - 93,600 3,120

日常生活継続支援加算 92 2,885 97 日常生活継続支援加算 138 4,327 145

個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13 個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13

夜勤職員配置加算 54 1,693 57 夜勤職員配置加算 81 2,540 85

看護体制加算（Ⅰ） 12 377 13 看護体制加算（Ⅰ） 18 565 19

看護体制加算（Ⅱ） 26 816 28 看護体制加算（Ⅱ） 39 1,223 41

栄養マネジメント強化加算 22 690 23 栄養マネジメント強化加算 33 1,035 35

褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 6 6 - 褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 9 9 -

科学的介護推進体制加算 100 105 - 科学的介護推進体制加算 150 157 -
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の83/1000 4,704 157
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の83/1000 7,040 235

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の27/1000 1,530 51
介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の27/1000 2,290 76
介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　

　　　　所定単位数の16/1000 907 30
介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　

　　　　所定単位数の16/1000 1,357 45

自己負担額合計 206,905 6,897 自己負担額合計 238,145 7,936

項　　目 単位 項　　目 単位

介護費用自己負担額 1724 54,048 1,802 介護費用自己負担額 2586 81,072 2,703

食　費 - 50,400 1,680 食　費 - 50,400 1,680

居住費 - 93,600 3,120 居住費 - 93,600 3,120

日常生活継続支援加算 92 2,885 97 日常生活継続支援加算 138 4,327 145

個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13 個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13

夜勤職員配置加算 54 1,693 57 夜勤職員配置加算 81 2,540 85

看護体制加算（Ⅰ） 12 377 13 看護体制加算（Ⅰ） 18 565 19

看護体制加算（Ⅱ） 26 816 28 看護体制加算（Ⅱ） 39 1,223 41

栄養マネジメント強化加算 22 690 23 栄養マネジメント強化加算 33 1,035 35

褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 6 6 - 褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 9 9 -

科学的介護推進体制加算 100 105 - 科学的介護推進体制加算 150 157 -
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の83/1000 5,063 169
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の83/1000 7,578 253

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の27/1000 1,647 55
介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の27/1000 2,466 82
介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　

　　　　所定単位数の16/1000 976 33
介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　

　　　　所定単位数の16/1000 1,461 49

自己負担額合計 211,707 7,057 自己負担額合計 245,349 8,176

項　　目 単位 項　　目 単位

介護費用自己負担額 1858 58,249 1,942 介護費用自己負担額 2787 87,373 2,913

食　費 - 50,400 1,680 食　費 - 50,400 1,680

居住費 - 93,600 3,120 居住費 - 93,600 3,120

日常生活継続支援加算 92 2,885 97 日常生活継続支援加算 138 4,327 145

個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13 個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 377 13

夜勤職員配置加算 54 1,693 57 夜勤職員配置加算 81 2,540 85

看護体制加算（Ⅰ） 12 377 13 看護体制加算（Ⅰ） 18 565 19

看護体制加算（Ⅱ） 26 816 28 看護体制加算（Ⅱ） 39 1,223 41

栄養マネジメント強化加算 22 690 23 栄養マネジメント強化加算 33 1,035 35

褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 6 6 - 褥瘡マネジメント加算(Ⅰ） 9 9 -

科学的介護推進体制加算 100 105 - 科学的介護推進体制加算 150 157 -
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の83/1000 5,412 180
介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の83/1000 8,101 270

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の27/1000 1,761 59
介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

所定単位数の27/1000 2,636 88
介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　

　　　　所定単位数の16/1000 1,044 35
介護職員等ベースアップ等支援加算　　　　

　　　　所定単位数の16/1000 1,562 52

自己負担額合計 216,371 7,212 自己負担額合計 252,343 8,409
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別紙①-2
加算項目のご説明 ぽぷら

〈A〉

〈B〉

〈C〉

〈D〉

その他の介護報酬加算利用料金表

＊下記の加算は、発生時に加算されるものです。

加算項目

療養食加算

外泊時加算

初期加算

個別機能訓練加算（Ⅱ）

再入所時栄養連携加算

口腔衛生管理加算（Ⅱ）

経口移行加算

経口維持加算Ⅰ

経口維持加算Ⅱ

看取り介護加算Ⅰ

看取り介護加算Ⅱ

看取り介護加算Ⅲ

看取り介護加算Ⅳ

若年性認知症利用者受入れ加算

認知症専門ケア加算Ⅰ

認知症専門ケア加算Ⅱ

加算項目 ご説明 負担単位／日

看護体制加算Ⅱ
上記看護体制加算Ⅰの算定用件に加え、プラス１人以上看護職員を配置しており、かつ協力病院等との連携により、24時間の連絡体制を確保している
場合に算定されます。

13単位

個別機能訓練加算（Ⅰ）

日常生活継続支援加算

　　処遇改善加算（Ⅰ）～（Ⅲ）のいずれかを取得していること。

　　賃上げ効果の継続に資するよう、加算額の2/3は介護職員等のベースアップ等に使用することを要件とする。

所定単位の16/1000

機能訓練指導員，看護職員，介護職員，生活相談員その他の職種の者が共同して、入所者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計
画的に機能訓練を行っている場合に算定します。

12単位

要介護度の高い高齢者を中心とした生活重視型施設としての位置づけを踏まえ、介護が困難なものに対する質の高いケアを実施する観点から、認知症高齢者等が一定
割合以上入所しており、入所者数に対し介護福祉士を一定割合以上配置している場合に加算されます。 ４６単位

介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ

介護施設で働く職員の処遇を改善する為に設定されたもので、当事業所が次の用件を満たしている場合に加算される。
（区分支給限度基準額には含まれない）
○現行の介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までを取得していること
○介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取り組みを行っていること
○介護職員処遇改善加算に基づく取り組みについて、ホームページへの掲載等を通じた見える化を行っていること
・特定加算（Ⅰ）の算定にあたっては、介護福祉士の配置等要件を満たす必要がある

所定単位の27/1000

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） 褥瘡発生予防のための管理が必要な方に算定します。 3単位/月

夜勤職員配置加算
要介護度の高い高齢者を中心とした生活重視型施設としての位置づけを踏まえ、介護が困難なものに対する質の高いケアを実施する観点から、基準を上回る夜勤職員を
配置している場合に加算されます。 27単位

看護体制加算Ⅰ 入所者の重度化等に伴う医療ニーズに対応する観点から常勤の看護師を１名以上配置している場合に加算されます。 6単位

【地域区分と介護報酬１単位あたりの単価】

地域区分-事業所所在地を勘案し設定されているもの。地域ごとに区分を設定し、１単位当たりの金額を定められたもの。

改定により５級地となり、１単位につき、1.045円となりました。

口腔衛生管理加算（Ⅰ）
ご利用者に対して計画的な口腔ケアを行うことができるよう、歯科医師又は歯科衛生士が、介護職員に、口腔ケアに係る技術的助言及び指導等を年２回
以上行う場合に算定する。

90単位（月額）

介護職員処遇改善加算Ⅰ 所定単位の83/1000

　⑦　処遇全般・教育研修・職場環境の整備・改善など

　①　介護職員任用の際における職位・職責または職務内容等に応じた任用等要件を定めている。

　②　①に〈応じた賃金体系について定めている。

　③　①②の内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての介護職員に周知している。

　④　介護職員との意見交換を踏まえた資質向上のための計画がある⇒介護職員が技術・能力の向上に努める。

　⑤　実現のための具体的な取り組みがある⇒研修会の提供・技術指導の実施等

　⑥　経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けている

利用者様に直接関わる介護職員の処遇を改善するために設定されたもので、当事業所が次の要件を満たしている場合に加算される。

(区分支給限度基準額には含まれない)下記のＡ～Ⅾの条件を満たしている場合に加算される。

科学的介護推進体制加算（Ⅱ） 50単位/月利用者様に提供するサービスの質を常に向上させていくために計画・実行・評価・改善のサイクルの取り組みを行う場合に算定されます。

介護施設で働く職員の処遇を改善する為に設定されたもので、当事業所が次の用件を満たしている場合に加算される。

（区分支給限度基準額には含まれない）

算定要件：以下の要件をすべて満たすこと。介護職員等ベースアップ等支援加算

初めて入所した場合に30日以内の期間について算定します。また、30日を超える入院等の後に再び入所した場合も同様とします。 30単位

個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定している入所者について、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施に当
たって当該当情報その他機能訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用している場合に算定します。

20単位/月

加算内容のご説明 １割負担額／日

医師の発行する食事箋に基づき、適切な栄養量及び糖尿病食等特別な内容を有する食事を提供した場合に算定します。
１日単位で評価を行っている現行の取扱いを改め、１日３食を限度とし、１食を１回として算定します。 ６単位/回

ご利用者が入院または居宅等へ外泊をされる場合は、１ヶ月に６日を限度として通常の利用料に代わり算定します。 246単位

医師の指示に基づき、様々な職種の者が共同して、胃瘻(ろう)等の経管により食事を摂取している利用者ごとに経口移行計画を作成し､その計画に従
い、栄養士が経口による食事の摂取を進める為の栄養管理を行った場合に、計画作成日から180日以内の期間に限り算定します。

28単位

現在経口にて食事を摂取している方が､著しい摂食機能障害を有しており､レントゲン等の検査の結果誤嚥が認められることから、医師の指示のもと、継続して経口からの
食事摂取を進める為の特別な管理が必要な方に算定します。 400単位

現在経口にて食事を摂取している方が、水飲み検査等の結果誤嚥が認められる事から､医師の指示のもと､継続して経口からの食事摂取を進めるための
特別な管理が必要な方に算定します。

100単位

医療機関に入院し、施設入所時とは大きく異なる栄養管理が必要となった場合、介護保険施設の管理栄養士が当該医療機関での管理栄養士と連携して、再入所後の栄
養管理に関する調整を行った場合に算定します。 200単位/回

加算（Ⅰ）の要件に加え、口腔衛生等の管理じ係る計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、口腔衛生等の管理の実施に当たって、当
該当情報その他口腔衛生等の管理の情報を活用している場合に算定します。

110単位（月額）

認知症ご利用者を、一定の経験を有し、国や自治体が実施又は指定する認知症ケアに関する専門研修を終了した者が介護サービスを提供した場合に
算定します。

3単位

上記Ⅰの加算条件に加え、専門課程研修を修了した者が一定以上配置されている場合 4単位

医師が、回復の見込みが無いと判断した入所者について、本人及び家族と共に医師、職員等が共同で、その人らしさを尊重した看取り介護を行った場
合に算定します。また、死亡日以前30日前からの算定に加え、それ以前の一定期間の対応についても新たに評価する区分を設けた。

Ⅰ・・・死亡日45日前～31日前　　　Ⅱ・・・死亡日以前4日～30日　
　
Ⅲ・・・死亡日の前日・前々日　　　Ⅳ・・・死亡日

72単位

144単位

680単位

1280単位

若年性認知症利用者がご利用された場合に算定します。 120単位

褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） 褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）の結果、リスク有のご利用者で褥瘡がない場合に算定します。 13単位/月

栄養マネジメント強化加算

施設に常勤栄養士を１人以上配置し、低栄養状態のリスクが高い入所者に対し、医師、管理栄養士、看護師等が共同して作成した、栄養ケ
ア計画に従い、食事の観察を週３回以上行い、入所者ごとの栄養状態、嗜好等を踏まえた食事調整等を実施すること。また、入所者ごとの栄
養状態等の情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当たって、当該情報その他継続的な栄養管理の情報を活用している
こと。

11単位



別紙①-3
その他介護保険サービス外の利用実費負担

加算項目

理美容サービス

貴重品管理サービス

レクレーション・行事参加費

複写物の交付

特別な食事

ご家族宿泊費

電化製品持込費

おやつ代

とろみ剤

１．介護サービス費の負担割合

　介護サービスを利用する場合には、費用の一定割合を利用者の方にご負担いただくことが必要です。この利用者負担について、これまでは所得にかかわら

ず一律にサービス費の１割としていましたが、平成２７年８月１日～６５歳以上の方（第１号被保険者）のうち、一定以上の所得がある方にはサービス費の２割を

負担いただくことになります。この負担割合証を介護保険被保険者証と一緒に保管し、介護サービスを利用するときには、必ず２枚一緒に施設へご提出くだ

さい。

２．高額介護サービス費の支給について

　要介護等認定者の１ヶ月に支払った利用者負担額（介護費用の１割もしくは２割または３割負担相当分）が、一定の上限額を超えた場合は、高額介護サービス費として

支給されます。なお、世帯に複数の利用者がいる場合は、世帯のすべての利用者の月々の負担額を合算します。

■自己負担の上限額

利用者負担段階

第１段階

第２段階

第3段階①

第3段階②

※　「世帯」とは、住民基本台帳上の世帯員で、介護サービスを利用した方全員の負担の合計の上限額を指し、
　　　「個人」とは、介護サービスを利用したご本人の負担の上限額を指します。

※　負担限度額の対象要件に当てはまっていても、1⃣2⃣のいずれかに該当する場合は軽減の対象になりません。

　　1⃣　住民税非課税世帯でも世帯分離している配偶者が住民税課税の場合

　　2⃣　住民税非課税世帯（世帯分離している配偶者も非課税）でも預貯金などが単身1,000万円、夫婦2,000万円を超える場合

３．施設入所による「居住費・食費」の負担限度額

区分

第1段階

第2段階

第3段階①

第3段階②

第4段階

４．高齢者夫婦世帯などの軽減

1

2

3

4

5

6

加算内容のご説明 ご負担額

複写物や証明書類などが必要になった場合
1枚10円／

証明1通1500円

通常の食事とは別に提供された場合 実費相当額

ご希望によるご家族のご宿泊の場合 1日　1,500円

理美容サービスをご希望された場合 実費相当額

金銭などの管理を施設に依頼された場合 １ヶ月　1,000円

ﾚｸﾚｰｼｮﾝ・行事等に参加された場合（交通費含む）     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　外出行事等において職員が付き添った場合

実費相当額食事以外に関する行事費の
場合、付添い職員分全額負担有

預貯金等が650万円以下の方
（夫婦で1,650万円以下の方）

１５，０００円（個人）※

預貯金等が550万円以下の方
（夫婦で1,550万円以下の方）

２４，６００円（世帯）

資産要件 負担の上限（月額）

預貯金等が1,000万円以下の方
（夫婦で2,000万円以下の方）

１５，０００円（個人）

居室内への電化製品持込の場合 機種別による

毎日15時に提供 実費相当額

食事以外で使用する場合 個人購入

９３，０００円（世帯）

年収約1,160万円以上 １４０，１００円（世帯）

　介護老人福祉施設の入所や、ショートステイ（短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護）の利用時に所得の低い方の負担が重くならないよう『居住費』・『食費』に負担限度額を設定します。
なお、負担限度額は所得状況等により設定された「利用者負担段階」によって異なります。また、軽減を受けるには申請が必要となりますので、草津市役所介護高齢課にてお手続きください。

居住費 食費

本人が市民税課税の方

配偶者が市民税課税の方（世帯が分離している配偶者を含む）

預貯金等が500万円以下の方
（夫婦で1,500万円以下の方）

２４，６００円（世帯）

年収約383万円以上約770万円未満 ４４，４００円（世帯）

年収約770万円以上約1,160万円未満

１，３６０円

３，１２０円 １，６８０円

　利用者負担第４段階の高齢夫婦世帯などで一方が入所し、一方が在宅で生活される配偶者の収入が一定額以下となる場合には、下記の
全ての要件に該当する場合に、居住費（滞在費）・食費が引き下げられます。

８２０円 ３００円

８２０円 ３９０円

１，３１０円 ６５０円

第４段階

所得要件

老齢福祉年金受給者で、世帯全員が市民税非課税、生活保護受給者等

世帯全員が市民税非課税の方で、合計所得金額と課税年金収入額の合計が
年間80万円以下の方等

世帯全員が市民税非課税の方で、合計所得金額と課税年金収入額の合計が
80万円超120万円以上の方等

世帯全員が市民税非課税の方で、合計所得金額と課税年金収入額の合計120
万円を超えるの方等

本人が市民税非課税で世帯員に市民税課税者がいる方

市民税課税者がいる高齢夫婦等の世帯(単身者は含まない)

世帯員が、「ユニット型個室」「ユニット型準個室」「従来型個室」に入り、利用者負担段階第４段階の居住費・食費を負担している
世帯の年間収入から、施設の利用者負担（介護サービス費・食費・居住費）を差し引いた額が80万円以下

世帯の預貯金等の額が450万円以下

日常生活に供する資産以外に活用できる資産がない　

介護保険料を滞納していない

１，３１０円


